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第1. 事 業 概 要

石川県産業創出支援機構（ＩＳＩＣＯ）は、平成１１年の設立以来、県内中小・ベンチャー企業の総合的

支援機関として国や県の様々な産業支援施策を活用しながら、県内中小企業の経営の安定と発展を積極的に

支援してきたところである。

そうした中、特に３０年度は、いしかわ産業化資源活用推進ファンドをリニューアルし、全国最大となる

400億円基金に拡充した「いしかわ中小企業チャレンジ支援ファンド」を新たに創設し、この基金により、

引き続き、本県の魅力ある地域資源を活用した新商品開発・販路開拓の取り組み等を支援したほか、新たに、

本県経済をけん引する機械・繊維等のものづくり中小企業による新製品開発から販路開拓までを総合的に支

援する特別枠を設け、本県経済の成長を促す新ビジネス・新事業創出を支援した。

また、経営者の高齢化や後継者不在を背景に、事業を次の世代に引き継ぐことが困難になっている中小企

業の現状をふまえ、２９年度に開設した事業引継ぎ支援センターにおいて、事業承継に関する適切な助言や

マッチング支援等を行ってきたところであるが、それに加え、地域の支援機関等と連携し、事業承継診断

を行い、よりきめ細やかなプッシュ型の個者支援を実施した。また、人手不足を背景とした省力化ニーズ

に対応するため、省力化等の設備投資への支援を拡充するとともに、専門家派遣による生産性向上に関する

支援を充実させた。

これらを中心に実施した事業は、次のとおりである。

１．新産業の創出支援

・産学官連携による技術研究開発の推進、国等の大型共同研究開発プロジェクトの実施

・地域の産業化資源を活用した新たなビジネスの創出

・創造的・意欲的中小企業の発掘、創業・新事業支援

・知的財産の保護・活用や外国出願支援等

２．新市場の開拓推進

・受発注取引情報の収集提供と取引斡旋

・販路開拓アドバイザー等による取引斡旋

・首都圏・海外等の各種展示出展・商談会開催による新市場開拓の推進等

３．経営基盤の強化促進

・情報誌「ＩＳＩＣＯ」、ホームページを活用した産業情報の提供

・アドバイザーによる窓口相談、外部専門家派遣等を活用した経営力強化支援

・助成金や設備の貸与による設備導入支援

・ものづくり企業を中心とした産業人材の育成支援等

４．産業振興施設の管理運営

・「地場産業振興センター」の管理運営

・「フロンティアラボ」「クリエイトラボ」の整備・運営

・「石川ハイテク交流センター」を拠点とするサイエンスパーク内の交流連携の促進と活性化支援など
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第2. 事業別実施状況

Ⅰ．新産業の創出支援

１．産学官連携技術研究開発事業

（１）新技術・新製品開発事業化可能性調査事業

新技術・新製品の効率的な研究開発、事業化を推進する目的で、開発の前段階で実施する予

備的検討のための調査を支援した。

「新技術・新製品事業化可能性調査事業」

○平成３０年度採択件数 ２件（助成額２，７６６千円）

①建築用高性能コンクリートボードの調査

②炭と木酢液を用いたバイオトイレの途上国モデル開発にかかる可能性調査

「東京大学先端科学技術研究センター共同研究支援事業 新技術・新製品可能性調査」

◯平成３０年度採択件数 ２件（助成額１，９７０千円）

①太陽エネルギーからの水素直接分解技術に関する可能性調査

②細胞解析技術を活用した検査試薬や遺伝子診断キットの開発調査

（２）新技術・新製品研究開発支援事業

新産業の創造を図るため、次世代産業の基礎となる基盤技術の高度化などの新技術・新製品

の研究開発及び実用化研究等を支援した。

「新技術・新製品研究開発支援事業」

○平成３０年度採択件数 ３件（交付予定額４０,０００千円）

①粉体中異物の大容量検査を実現する次世代テラヘルツ波光源の開発

（産総研、工業試験場）

②飲酒に関与して発症する病気のリスク判定検査システムの開発（京都大学）

③高耐熱無機繊維を用いた大口径組紐の開発

○平成３０年度助成件数 １０件（助成額４４,１３７千円）

「東京大学先端科学技術研究センター共同研究支援事業 新技術・新製品研究開発支援」

◯平成３０年度採択件数 １件（交付予定額６，６６６千円）

・深紫外発光ダイオード（DUV-LED）を用いた流水式消毒装置のマーケットイン開発

◯平成３０年度助成件数 ２件（助成額１１,３７４千円）

「省力化需要の獲得に向けた新製品開発及び販路開拓支援事業」

◯平成３０年度助成件数 ４件（助成額５,４０２千円）

（３）次世代産業創出支援事業

次世代産業の創出を図るため、今後の地域経済の牽引役として期待される分野（ライフサイ

エンス分野、炭素繊維分野、航空機分野、エネルギー・低炭素化分野）の産学・産業間連携に

よる研究開発を支援した。
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[炭素繊維分野]

○平成３０年度採択件数 ２件（交付予定額３４，０００千円）

①RPM成形による厚肉CFRTPブロック材３D切削のインフラ・FA部品開発

（金工大、工業試験場）

②熱可塑性CFRP製長尺ロールの開発（岐阜大、工業試験場）

○平成３０年度助成件数 ３件（助成額８，５５３千円）

[航空機分野]

平成３０年度採択件数 １件（交付予定額１７，０００千円）

・航空機ジェットエンジン部品の石川県内一貫生産体制の構築（企業２社）

○平成３０年度助成件数 １件（助成額２００千円）

[エネルギー・低炭素化分野]

○平成３０年度採択件数 １件（交付予定額１７，０００千円）

・環境調和型材料を用いた次世代熱電冷却モジュールの開発（工業試験場）

○平成３０年度助成件数 １件（助成額９，６９０千円）

（４）農林水産物機能性等評価・実証支援事業

地場の農林水産物やその加工品が有する機能性成分等の評価・実証を支援した。

◯平成３０年度採択件数 １件（助成額２，５００千円）

・ヤーコンの消費拡大に向けた新規機能性に関する実証研究

（５）事業化促進支援事業
集中支援分野（炭素繊維、ライフサイエンス、航空機、エネルギー）等において、県内企業

の事業化促進を図ることを目的とし、これまでに取り組んだ研究開発成果の事業化に向けた評
価・実証試験等の取り組みに対して支援した。

○平成３０年度採択件数 ４件（交付予定額９１，４３２千円）
①多段ロール成形法による航空機用CFRTP長尺部材の実用化検討（金工大）
②コンテナ型太陽エネルギー回収システム「iU-SOALA」の実証
（東大先端研、金工大、工業試験場）

③石川型水位測定システムの量産型開発及び販売（金工大）
④集熱ユニット及びヒートポンプ給湯器の事業化（企業１社）

○平成３０年度助成件数 ８件（助成額８５，２０４千円）

（６）航空機産業連携促進事業

地域中核企業創出・支援事業の委託を受け、航空機部品の企業連携による一貫生産事業分野

の拡大と更なる国際競争力の強化及び販路開拓を目的に、コーディネータを配し、エンジン部

品への事業分野の拡大も視野に、各種加工技術、品質管理技術の高度化を図り、国際競争力の

強化を図った。

更に、欧州航空機関連企業等をターゲットに海外販路開拓も支援した。

○事業内容

①航空機エンジン部品への事業分野の拡大

②外部専門家による生産技術・管理技術の高度化と各種認証・認定の取得

③国際航空宇宙展2018東京への出展、エアロマート・トゥールーズ2018への参加など国

内外販路開拓
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（７）炭素繊維複合材料連携促進事業

炭素繊維複合材料に関する取り組みの成果を事業化につなげるために、川下産業が集積し、

炭素繊維複合材料の研究開発プロジェクトに取り組む東海地域との連携を図ることにより、川

上から川下まで一貫した協力体制の構築を目指すとともに、炭素繊維の用途拡大や県内企業の

製品開発・事業化の加速化を図った。

○事業内容

①東海・北陸連携コンポジットハイウエイ構想推進に向けたシンポジウム等の開催

②炭素繊維複合材料の用途拡大に向けた研究会の開催

③ICC・県内企業とCFKバレー等が技術交流を深めるITHEC2018への参加

（８）戦略的基盤技術高度化支援事業

製造業の国際競争力強化と新たな事業の創出に資するため、下記の７テーマに取り組む産学

官の共同研究体を構成し、実用化に向けた研究開発を実施した。

①高効率航空機エンジン向けＳｉＣ／ＳｉＣ複合材料製造工程の開発

②患者の負担を低減する脳神経外科手術用ダイヤモンド砥粒コーティング工具の開発

③義肢向け熱可塑CFRPの多品種少量生産を可能にする革新製造プロセス

④A-LFTバレットを用いたトランスファーフォージング成形によるCFRTPボルト・ナットの

開発

⑤ナノマテリアル量産化に向けた多相交流アークプラズマ装置の開発

⑥独自紡糸法による高容量・長寿命の電気自動車向けリチウムイオン電池用シリコン

負極材料の研究開発

⑦サーボプレスによる革新的超高精度鍛造成形法の研究開発

２．産業化資源活用推進事業

（１）産業化資源活用新ビジネス創出支援事業

地域の農林水産品や産地の技術、観光資源等の産業化資源を活用した新たな取り組みの積極

的な掘り起こしを行い、県内中小企業者等が実施する新商品・新サービスの開発から販路開拓

に至るまでの様々な段階における取り組みを支援した。

①助成金事業

○支援機関による産業化資源を活用した新たな取り組みの掘り起こし支援事業

平成３０年度助成件数： ４件（助成額 ２，５１１千円）

○中小企業による全国・海外市場を狙った産業化資源活用商品等の開発・事業化支援事業

平成３０年度助成件数：９３件（助成額 ８７，６８７千円）

（小規模企業枠）

平成３０年度助成件数：４０件（助成額 １７，９４７千円）

（海外展開支援枠）

平成３０年度助成件数：１２件（助成額 １７，７７６千円）

（オリンピック・パラリンピック特別枠）

平成３０年度助成件数：１０件（助成額 ９，４８７千円）

○商品の魅力向上への取り組みに対する支援事業

平成３０年度助成件数： ２件（助成額 １，４１９千円）
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○新商品開発のための事前調査事業

平成３０年度助成件数： ３件（助成額 ２，３０７千円）

②ハンズオン支援事業

専任のアドバイザーを配置し、新規案件の掘り起こしから事業計画のブラッシュアップ・

フォローアップを実施し、ファンド商品の開発・販路開拓など事業化を支援した。

（２）農商工連携産業創出支援事業

農林水産業者と商工業者の連携による地元農林水産物を活用した加工食品の開発や販路拡大、

企業の農業参入に対する支援など、農商工連携の先進的・モデル的な取り組みを支援した。

①助成金事業

○農林水産物の一次加工施設等整備支援事業

平成３０年度助成件数： ２件（助成額 １，７７９千円）

○農業参入によるビジネス構築支援事業

平成３０年度助成件数： ２件（助成額 ２，１８５千円）

②ハンズオン支援事業

○「農商工連携マッチングサイト」の運営

県内の商工業者と農林漁業者とのマッチングをサポートするため、原料調達先や食品加

工先等の情報を発信するサイトを運営した。

登録件数：２３４件（商工業者８８社、農林漁業者１４６者・団体）

○「地産地消 交流会」の開催／(公財)いしかわ農業総合支援機構と共催

第１回

開催日時：平成３０年７月２４日 15:00～17:00

会 場：ホテルサンルート小松

参加社数：３９社（商工業者２５社、農林漁業者１４団体）

第２回

開催日時：平成３０年１１月１日 15:00～17:00

会 場：奥能登行政センター

参加社数：３７社（商工業者２１社、農林漁業者１６団体）

○「地産地消 受注懇談会」の開催／(公財)いしかわ農業総合支援機構と共催

開催日時：平成３０年１１月１３日 13:00～16:00

会 場：地場産業振興センター 大ホール

参加社数：７５社（商工業者５５社、農林漁業者２０団体）

（３）医商工連携産業創出支援事業

高齢者等に対する支援サービスの需要の高まりを背景に、医療・保健・福祉関連事業者と商工

業者が連携して行う、新商品開発や新サービスの開発・販路開拓などの先進的な取り組みを支

援した。

①助成金事業

平成３０年度助成件数： ５件（助成額 ５，０８２千円）
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②ハンズオン支援事業

○企業の個別指導（薬事編）

回 数 ：３回

テーマ ：医療機器開発に必要な許認可取得についての心構え

：医療機器製造業取得にかかる必要な要件及び申請書の作成支援

：医療機器製造販売業取得にかかる組織の体制づくりや品質管理等の考え方

（４）新商品等開発・販路開拓支援事業

産業化資源を活用した中小企業等（小規模企業者を含む）による新商品・新サービスの市場

調査から、開発、全国・海外市場での販路開拓に至るまでの取組を支援した。

○中小企業による全国・海外市場を狙った産業化資源活用商品等の開発・事業化支援事業

平成３０年度採択件数：３５件（採択額１０５，０００千円）

平成３０年度助成件数：２９件（助成額 １６，８９７千円）

（小規模企業枠）

平成３０年度採択件数：１１件（採択額 １６，５００千円）

平成３０年度助成件数： ８件（助成額 ４，４２３千円）

（オリンピック・パラリンピック特別枠）

平成３０年度採択件数： ５件（採択額 ２０，０００千円）

平成３０年度助成件数： ４件（助成額 ６，７１４千円）

○商品の魅力向上への取り組みに対する支援事業

平成３０年度採択件数： ４件（採択額 ４，０００千円）

平成３０年度助成件数： ４件（助成額 ２，２２１千円）

○新商品開発のための事前調査事業

平成３０年度採択件数： ４件（採択額 ３，５００千円）

平成３０年度助成件数： ３件（助成額 ８９５千円）

（５）ものづくり企業特別支援事業

本県経済をけん引する機械や繊維等のものづくり企業による新製品等の市場調査から、開発、

全国・海外市場での販路開拓に至るまでの一貫した取組を支援した。

平成３０年度採択件数： ６件（採択額 ５４，０００千円）

平成３０年度助成件数： ６件（助成額 １０，７２０千円）

（６）企業間・異業種連携支援事業

複数の企業（川上企業と川中企業、異なる地域資源・技術・経営資源を有する企業等）や異

業種連携、産学官連携等による新商品・新サービスの市場調査から、開発、全国・海外市場

での販路開拓に至るまでの取組を支援した。

平成３０年度採択件数： ２件（採択額 １０，０００千円）

平成３０年度助成件数： １件（助成額 ３５７千円）
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３．創造的企業指導育成支援事業

（１）革新的ベンチャー企業創出育成支援事業

将来の本県産業を牽引していくような革新的な技術、製品・サービスを持ったベンチャー企業

の創出・育成を図るため、全国公募による公開審査で認定起業家を選定し、経営指導の専門家を

中心とした支援チームによる集中的な支援や優秀起業家へのスタートアップ資金を助成した。

○新規認定企業数 ３社

○助成企業数 ７社（助成額８，３１７千円）

また、起業をテーマに、県内支援機関と共同で、起業家、学生、企業、支援機関等が気軽に

集える「いしかわスタートアップステーション」を開催し、創業機運の更なる醸成を図った。

（２）創業支援コンサルティング事業

創業間もない企業の経営戦略、販路開拓、マーケティングなどを支援するため、専門家による

経営相談を実施し、経営基盤の強化を図った。

また、首都圏からの移住創業者を発掘するための移住創業セミナーを開催した。

（３）女性起業家支援ネットワーク構築事業

北陸地域（石川県・富山県）において、起業を志す、あらゆる段階にいる女性や、事業を進め

るうえで課題を抱える創業間もない女性起業家をフォローできる体制を構築し、既存の起業家支

援施策への橋渡しなど、女性のニーズに応じたきめ細やかな支援を実施した。

○北陸地域の創業支援機関、金融機関等を中心とした支援ネットワークを構築

○女性のための創業支援セミナー・先輩起業家との交流会の開催 など

４．知的財産保護・活用支援事業

（１）知的財産活用支援事業

地域の中小企業の知的財産に関する悩みや課題解決を支援するため、知的財産への意識が希薄

な中小企業に対して、知的財産活用の重要性を促すための普及啓発業務を行った。

当該事業は、一般社団法人石川県発明協会と連携した事業であり、ISICOは知財コーディネータに

よる企業訪問を実施した。

○訪問企業数 ４８０件

○知財活用企業の発掘件数 ３６件

（２）外国出願支援事業

県内中小企業の外国出願を促進し、海外展開を図るため、外国への特許・商標出願を支援した。

○特許部門 採択件数 ： ２件

○商標部門 採択件数 ： ８件
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Ⅱ．新市場の開拓推進

１．受注開拓推進事業

（１）取引情報収集提供事業

県内中小企業の受注機会の拡大を図るため、職員やアドバイザーによる巡回調査や県外発注企

業への訪問を積極的に実施するとともに、インターネットや情報誌、企業名簿の配布等を通じ、

広く受発注情報・製品情報等の収集提供を行い、取引あっせんを推進した。

○受注開拓実績

発注開拓企業件数 ６１８件

あっせん紹介件数 ２０９件

あっせん成立件数 ３２件

あっせん成立金額 ２２０，１７４千円

年間取引見込額 ７４５，２２４千円

（２）受注開拓支援事業

県内中小企業が保有する自社開発製品や独自技術を広くＰＲするため、広域的な展示会や商談

会を開催し、受注先の新規開拓や新分野進出を支援した。

○ビジネス創造フェアいしかわ２０１８

開 催 日：平成３０年５月１７日～１９日

会 場：石川県産業展示館２号館

出 展 規 模：５７企業４組合・グループ１０機関 １０９小間

入 場 者 数：３２，０１４人

○石川県企業交流懇談会

開 催 日：平成３０年５月１７日～１８日

会 場：石川県産業展示館、金沢東急ホテル

参 加 者 数：県外発注企業 ５２社（７８人）

石川県関係者 ７人

県内受注企業 １０９社（１３９人）

視察企業数：延べ１２３社

○石川県受注開拓懇談会

開 催 日：平成３０年１１月２２日

会 場：ホテルメトロポリタンエドモント（東京）

参 加 者 数：県外発注企業 ４１社（５９人）

石川県関係者 ７人

県内受注企業 ６６社（７８人）

○石川県技術提案型展示・商談会

開 催 日：平成３０年６月２０日～２２日

会 場：機械要素技術展（東京ビッグサイト）

参 加 者 数：出展企業数 県内企業１０社（１０提案）

来 場 者 数：６６,０４９人

開 催 日：平成３０年７月１８日

会 場：ダイキン工業㈱ 大阪府摂津市西一津屋１－１

出展企業数：県内企業２０社（２５提案）

来 場 者 数：２００人
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○招聘型商談会の開催

開 催 回 数 ：１４回

招 聘 企 業 ：１４企業（２５名）

視 察 企 業 ：県内企業５１社と商談

２．販路開拓推進事業

（１）首都圏等新製品販路開拓支援事業

県内中小企業等が開発した新製品等の販路開拓を促進するため、販路開拓アドバイザーを配

置した。

○販路開拓アドバイザーによる販路開拓実績

販路開拓企業件数 ４１２件

あっせん紹介件数 ８２５件

あっせん成立件数 ３０５件

あっせん成立金額 １５１，１８７千円

（２）展示会・商談会等開催事業

県内中小企業が、いしかわ産業化資源活用推進ファンド等の支援策を活用し開発した新製品

等を広くPRするため、県内外で展示商談会等を開催し、販路開拓を支援した。

○国分展示会

会 期：平成３０年６月２７日～２８日（２日間）

会 場：池袋サンシャインシティー展示ホール

出展者：４社（食品４社）

○首都圏等バイヤー招聘型マッチング事業（石川県食品協会主催事業への協力）

会 期：平成３０年８月２１日

会 場：ＡＮＡクラウンプラザホテル金沢

出展者：８３社（食品８３社）

招聘バイヤー数：２４社

○第８４回 東京インターナショナルギフトショー秋への出展

会 期：平成３０年９月４日～７日（４日間）

会 場：東京国際展示場（東京ビッグサイト）東展示棟４ホール

出展者：２４社

名刺交換数：バイヤー、商品開発担当者等 約１，４００人

○地元食材にこだわった商品展示会

会 期：平成３０年５月１７日

会 場：金沢ニューグランドホテル 「金扇」

参加企業：５２社

来場者：県内ホテル・旅館・旅行会社（２５社）の各担当

○地元食材にこだわった商品マッチング商談会

会 期：平成３１年２月２８日

会 場：ホテル日航金沢「 ラ・グランドゥ・ルミエール」

参加企業：２２社

来場者：県内都市型ホテル（１０社）の各担当

○アンテナショップ「かがやき屋本店」運営事業

運営期間：平成２７年３月～平成３０年９月
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店舗場所：香林坊大和 地下１階 食品売場

商 品 数：１８４社 ９３６アイテム

累計売上高：７６，１７０千円

○バーチャルモール「お店ばたけISHIKAWA」運営事業

出店数：６０店

（３）小規模企業営業力強化支援事業

営業ノウハウに精通した専門家による「営業力の強化塾」を開催し、県内小規模企業の営業力の強化

を支援した。

○セミナー：開催回数２回 受講者数延べ２４人（１９社）

〇個別商談会：参加企業数５社（招聘バイヤー企業数２３社）

（４）ＩＴビジネスマッチング促進事業

本県ＩＴ産業の受託開発体質からの脱却を目指し、意欲あるＩＴベンチャー等を対象として、

企画提案力の強化につながる勉強会の開催やビジネスモデル構築の支援、自社製品をＰＲでき

る商談会の開催等を行った。

○製品開発に関するハンズオン支援

開催回数：５回

参加企業：７社

○IoTニッチトップ企業と県内IT中小企業とのビジネスマッチング商談会

開 催 日：６月２６日～２７日

参加企業：IoTニッチトップ企業 ２社、県内IT企業 各５社

商 談 数：１０件

○ＣＥＡＴＥＣ ＪＡＰＡＮ ２０１８（幕張メッセ）への出展

開 催 日：１０月１６日～１０月１９日（４日間）

出 展 者：６社

商 談 数：９８件

（５）アンテナショップ活用促進事業

首都圏に販路開拓を希望する中小企業者を対象に、東京銀座にある石川県のアンテナショッ

プにて試食販売を行い、消費者の意見を提供し、商品改良や販路開拓を支援した。

○実施企業数：１３社

（６）伝統工芸とファッションの融合による新市場創出支援事業

県内伝統産業事業者が行う伝統的な技術・技法とファッション分野との融合により、これま

でにない魅力的な商品開発を行い、新規市場開拓を支援した。

○実施企業数：７社（輪島塗１社、九谷焼２社、山中漆器２社、牛首紬１社、竹細工１社）

（７）宿泊施設とタイアップした石川の伝統工芸魅力発信事業

県内宿泊施設と伝統工芸事業者が共同で、宿泊施設のニーズに合わせた商品開発を行い、宿

泊施設を拠点とした伝統工芸の促進、魅力発信を行った。

○実施宿泊施設数：３社

○実施企業数：５社（輪島塗１社、九谷焼１社、山中漆器２社、牛首紬１社）

（８）海外販路開拓支援事業

人口減少による国内市場の縮小が見込まれる中、新興国市場、特に東南アジア・東アジアの需
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要の取り込みは重要となっており、両地域のトレンド発信地であるシンガポール、香港におい

て、商談会を開催することにより、県内中小企業の海外販路開拓を支援した。

①シンガポールビジネス商談会

○会 期：平成３０年１０月３０日

○会 場：マンダリン・オーチャード・シンガポール

○参加企業：県内食品・酒造・伝統工芸関連企業 ３１社

○来 場 者：現地著名シェフ・伝統工芸バイヤー、食品商社等 １８０社

②香港ビジネス商談会

○会 期：平成３０年７月１９日

○会 場：ホテル・カオルーン・シャングリラ香港

○参加企業：県内食品・酒造・伝統工芸関連企業 ３７社

○来 場 者：現地著名シェフ・伝統工芸バイヤー、食品商社等 １３７社

また、日本とEUが締結した経済連携協定の発効を見据えて、平成３０年９月、ドイツ在住で

現地事情に精通した「海外セールスレップ」を配置し、県内中小企業の欧州輸出に向けた販路

開拓を支援した。

Ⅲ．経営基盤の強化促進

１．情報提供事業

中小・ベンチャー企業の経営に役立つ文献や図書、ビデオソフトなどを整備し、情報ライブラリ

の充実と利用促進を図るとともに、情報データベースの提供、情報誌の発行、各種広報印刷物に

よる情報の発信・提供に努め、ISICO事業の活動内容と成果の普及を図った。

（１）情報ライブラリの運営

○利 用 件 数 １，２０５件

（２）情報誌の発行

○情報誌「ＩＳＩＣＯ」の発行

主な内容： 県内中小・ベンチャー企業活動情報、産学官連携活動情報等

発行部数： ６，５００部（隔月発行）

（３）産業創出デジタルネットワーク運営事業

産業情報のポータルサイトとして、中小・ベンチャー企業を応援するホームページ「ＤＧ

net・デジネット」を運営し、各種ビジネス情報の収集・提供、経営や技術に関する支援サービス

等の提供を行うことにより、中小・ベンチャー企業の創造的事業活動を効率的に支援した。

○アクセス件数 ２，００４，９０７件

○DGネット情報登録数 ８，９３６件

○メール配信登録者数 ６，３７６人
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２．経営力強化支援事業

中小企業・小規模事業者等が抱える創業から経営革新、経営改善、事業承継などあらゆる経営課

題の相談に迅速に対応するため、専門知識を有するアドバイザーを配置し、中小企業等の経営力強

化を総合的・集中的に支援した。

○窓口相談・訪問件数 １１，９９０件

（１）専門家派遣事業

更なる成長を目指す中小企業・小規模事業者等が抱える経営課題に対して、民間専門家による

コンサルティングを継続的に実施した。

○専門家派遣件数 １，１７７件（４１１社）

（２）よろず支援拠点事業

「よろず支援拠点」では、中小企業診断士、弁護士、税理士等の専門家を配置し、中小企業・

小規模事業者が抱える様々な経営課題にワンストップで相談対応を行った。

○来訪相談件数 ３，４２０件

（３）経営改善支援センター事業

「経営改善支援センター」では、借入金の返済負担等、財務上の問題を抱えている中小企業・

小規模事業者を対象に経営改善計画策定支援を行った。

○申請受理件数 ２件

○プレ支援事業 ６１件

（４）事業引継ぎ支援センター事業

「事業引継ぎ支援センター」では、中小企業・小規模事業者の事業承継・事業引継ぎに関する

課題解決に向けた適切な助言、情報提供、マッチング支援を行った。

○相談対応件数 １５２件

○譲渡（売り） ９９件

○成約件数 ２４．５件

（５）プッシュ型事業承継支援高度化事業

県内支援機関で構築されたネットワークを活用し、中小企業経営者へ事業承継を取り巻く実態

調査として事業承継診断（アンケート調査）を行った。

○ネットワーク構成機関 ８１機関

○アンケート回収件数 １，３５１件

内 個別相談要望 ２１４件

３．中小企業再生支援事業

産業競争力強化法に基づく認定支援機関として、中部経済産業局から「中小企業再生支援協議会

事業」の委託を受け、厳しい経営環境にある県内中小企業の再生を支援した。

平成30年度は、地元金融機関からの相談に加え、関係支援機関や企業直接の相談もやや増加傾向

にあり、依然として再生支援を必要とする中小企業は相当数存在すると考えている。今後とも、モ

ニタリングの徹底、関係機関（事業引継ぎ支援センター、経営改善支援センター、よろず支援拠点、
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信用保証協会等）との連携強化と案件の発掘、窓口相談能力の維持向上などに努め、相談企業や金

融機関の多様な要望に対応できる体制を整え、支援を行っていきたい。

○再生支援協議会（全体会議）の開催 平成３１年３月２２日

○相談件数（企業数） ６２件（累計７９５件）

○継続対応中（１次対応） ７件

○経営改善計画策定中（２次対応） ３件

○計画策定完了（企業数） ３３件（累計４０４件）

○外部専門家派遣件数 ２３５件（１０社）

４．設備導入支援事業

（１）製造工程省力化等支援事業

県内企業の多品種少量生産対応、短納期化、低コスト化等を図る生産工程改善および

ロボット化、自動化による省力化に対する取り組みに対して支援した。

○平成３０年度採択件数 １７件（交付予定額６４，６００千円）

○平成３０年度助成件数 １９件（助成額７５，９８０千円）

（２）ものづくり産業基幹技術未来継承支援事業

県内企業が、サプライチェーンの分断を回避するために消滅・縮小する企業の有する優れた

技術を継承する取り組みに対して支援した。

○平成３０年度採択件数 ４件（交付予定額２２，８００千円）

○平成３０年度助成件数 ９件（助成額５０，７２３千円）

（３）設備貸与事業

県内中小企業の経営基盤強化に必要な設備の導入を促進するため、設備貸与割賦事業を実施

した。

○貸与件数 ２４件

○設備金額 ４２２，２７０千円

○貸与金額 ３６９，２８５千円

５．産業人材確保・育成支援事業

（１）産業人材確保定着支援事業

①アドバイザーの設置

県内中小企業からの人材相談に対応するため専門のアドバイザーを配置し、人材の採用・育

成・定着等について支援した。

○相談指導件数 １２８件

②人材マネジメントに関するセミナー等の開催

県内企業経営者、人事担当者等を対象とし、人材マネジメント・組織開発全般に関するセミ

ナーを開催した。

○企業向け人材セミナー １７回 受講者数：４６８人
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（２）産業大学講座等セミナー開催事業

経営全般、人材確保、ＩＴ活用等に関する各種セミナーや大学と連携した産学連携セミナー、

県工業試験場と連携した技術セミナーを開催し、中小･ベンチャー企業の意識啓発と人材育成を

支援した。

○セミナー開催件数 ２３６回 受講者数：３，９００人

うち 経営支援セミナー ９５回 受講者数：１，４６５人

人材セミナー １９回 受講者数： ５０８人

ＩＴ活用セミナー ７０回 受講者数： ８５６人

技術セミナー ５２回 受講者数：１，０７１人

６．地域商業活性化推進事業

地域商業の活性化を図るため、商店街が行う集客イベントや商店街の有志グループ等が行うビジ

ネスプランの事業化等を支援した。

○助成件数 １８件（助成額１５，８６９千円）

Ⅳ．産業振興施設の管理運営

１．会議室・研修室等の提供事業

（１）地場産業振興センター管理運営事業

＜貸館事業＞

主要経済団体等の拠点集積による相乗効果を目的とした施設運営及び産学官の交流や人材養成

のための研修・会議等の場を提供した。

区 分 大ホール
ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ

会議室 研修室 合計
ﾎｰﾙ

室 数 1 1 8 10 20

件 数 240 279 1,982 3,544 6,045

金 額(千円) 22,871 13,929 22,087 60,495 119,382

稼働率 68.4% 79.5% 68.4% 101.0% 82.0%

延べ利用人数 ４２３，８７３人

＜企画展示事業＞

県内企業等が開発した新商品や地場産品等を石川県地場産業振興センター内の展示施設じば

さんギャラリー等の企画展示会を通じて紹介し、当該商品、サービスの需要開拓を支援した。

① 本館（じばさんギャラリー）

・能登立国 1300年記念企画いしかわの地場産品展（６月７日～２７日）

・第３３回全国やきものの里展（９月７日～１０月２２日）
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・いしかわの工芸・匠ニューウェーブ展（１２月１１日～１月２１日）

など１０回の展示会を開催

② 新館（展示室）

・加賀友禅スニーカー展（４月２０日～５月２９日）

・いしかわの地域団体商標活用事例紹介展（９月１３日～１０月９日）

など１０回の展示を実施

（２）いしかわハイテク交流センター管理運営事業

サイエンスパークの交流拠点である「石川ハイテク交流センター」の管理運営を行い、施設

の利用促進を図るとともに、サイエンスパークの総合窓口として、大学、企業、支援機関等の

産学官連携を推進した。

利用項目 利用件数 延べ利用人数

会議室 ２５３ 件 １２，５０２ 人

宿泊室 １，５６３ 件 １，７９９ 人

テニスコート １２ 件 ７１ 人

視察・見学等 ７ 件 １６１ 人

レストラン － ７，５６６ 人

２．創造拠点施設の提供事業

（１）サイエンスパーク新産業創造拠点化事業

サイエンスパークの新産業創造拠点化を推進するため、窓口機能の強化を図り、インターネッ

トによる情報の発信、パーク内交流会の開催や産学・産業間連携に向けたコーディネート活動

等を積極的に展開するとともに、進出企業等がより高度な研究開発に取り組むため、情報ネッ

トワークのインフラ管理と利用促進を図り、ベンチャー企業や研究開発型企業の立地・集積を

促進した。

〇ＩＳＰ交流セミナーの実施 １回（参加者７３人）

○ＩＳＰラボ入居者連絡会 １回（参加者１４人）

（２）いしかわクリエイトラボ運営事業

創業間もないベンチャー企業や新分野進出・新技術の開発等を行う中小企業のインキュベート

施設「クリエイトラボ」の管理運営を行うとともに、入居企業の各種相談の対応や専門家等の

斡旋・紹介、入居企業の交流会等を開催することにより、創造的な研究開発活動を促進し、入

居企業の自立成長を支援した。

○入居企業数 ３８社

（３）いしかわフロンティアラボ整備・運営事業

サイエンスパークに、ベンチャー企業や研究開発型企業の集積を図り、新産業創造の拠点形成

を推進するため、企業の初期投資軽減を目的とした施設「フロンティアラボ」を運営した。

○入居企業数 １１社、１７棟（１５０坪研究棟を１棟増築）
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第3. 庶 務 事 項

年 月 日 事 項

H30.6.5 理 事 会

・平成２９年度事業報告及び決算報告について

・定時評議員会の開催について

H30.6.27 定 時 評 議 員 会

・平成２９年度決算報告について

・任期満了に伴う評議員の選任について

・任期満了に伴う理事・監事の選任について

・報告【平成２９年度事業報告】

H30.6.27 理 事 会（同意書）

・代表理事の選任について【谷本 正憲 氏】

・代表理事副理事長の選任について【斉藤 直 氏】

・専務理事の選任について【中川 博之 氏】

・常務理事の選任について【松本 正彰 氏】

・常務理事の選任について【村田 潔 氏】

H30.8.1 理 事 会（同意書）

・平成３０年度事業計画の一部変更（追加）について

・平成３０年度収支補正予算について

・平成３０年度事業資金の借入について

H31.3.26 評 議 員 会（同意書）

・評議員の選任について

【辞任】長谷川 清 氏 【新任】宮本 研一 氏

・理事の選任について

【辞任】中川 博之 氏 【新任】北川 和昌 氏

【辞任】熊谷 英彦 氏 【新任】西澤 直子 氏

・監事の選任

【辞任】普赤 清幸 氏 【新任】棗 左登志 氏

H31.3.29 理 事 会

・平成３０年度収支補正予算について

・平成３１年度事業計画及び収支予算について

・平成３１年度事業資金の借入について

・内部統制に関する基本方針について【同日付決定】

・役員の互選について【専務理事 北川 和昌 氏】


